
指定管理者による公の施設の管理運営状況（令和４年度分） 

 
施設名 ラーク・ハイツ 

施設所管課 青少年家庭課 

指定管理者 社会福祉法人 茨城県母子寡婦福祉連合会 

指定期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 6年 3月 31 日（5 年間） 

 
１ 施設の概要  

施設所在地 水戸市 

施設の概要 (1)敷 地  面積 5,053.55 ㎡ 

(2)施 設   

①構  造   鉄筋コンクリート2階建 

  ②建物延床面積 1,921.93㎡ 

  ③施設概要 

   ○母子生活支援施設部分 

     延床面積  1,425.8㎡ 

     建築時期  昭和55年3月31日 

     入所定員  20世帯 

     設備内容  事務室，母子室，学習室，保育室，調理室，静養室，浴室，相 

談室，倉庫，警備員室，機械室 

   ○母子・父子福祉センター部分 

     延床面積  496.13㎡ 

     建築時期  昭和55年3月31日 

     設備内容  相談室，会議室兼技能習得室（和室，洋室），調理実習室，事 

務室，宿泊室，浴室，便所，機械室 
業務内容 ○母子生活支援施設 

配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべ 

き児童を入所させて，次に掲げる事業を行う。 

  (1)  家庭生活及び児童の養育に関する相談，助言等生活指導業務,就労支援 

  (2)  その他自立の促進のために必要な生活の支援 

○母子・父子福祉センター 

母子家庭，父子家庭及び寡婦（以下「母子家庭等」という。）に対して，次 

に掲げる事業を行う。 

  (1)  母子家庭等の各種の相談業務 

  (2)  母子家庭等の生活指導及び生業の指導業務 

  (3)  母子家庭等の自立の促進の支援 

  (4)  母子・父子福祉センターの会議室等の使用の承認 

  (5)  その他母子家庭等の福祉に関する相談等 
 
２ 職員の状況 

常勤職員：１２人    非常勤職員：４人     合計１６人 
 
 

 

 

 

 

 



３ 収支状況 

令和４年度                                  （単位：円） 
収   入          支   出 

指定管理料 77,693,538 人件費（給与等） 56,141,666 

利用料収入  光熱水費 2,998,406 

自主事業収入等  租税公課等  

その他（利息等）  自主事業費  

  その他（事務費・修繕費等） 18,553,466 

収入合計 77,693,538 支出合計 77,693,538 

 
４ 利用状況  

（母子生活支援施設分） 

 ４年度実績 ３年度実績 ２年度実績 

① 年間利用者数(世帯) 148 世帯 173 世帯 199 世帯 

② 年間利用者数(人) 342 人 421 人 530 人 

③利用料収入(円) 

(指定管理者収受額) 
0 0 0 

（母子・父子福祉センター分） 

 ４年度実績 ３年度実績 ２年度実績 

① 年間利用日(日) 181 日 123 日 55 日 

② 年間利用者数(人) 1,497 人 829 人 1,068 人 

③利用料収入(円) 

(指定管理者収受額) 
0 円 0 円 0 円 

 
５ サービス向上に向けた取組み 

○母子生活支援施設関係 
・ 専門的な研修会（全国､関東ブロック等）に参加して職員の資質の向上に努めている。また､施設内

においてカウンセラー等を含めたケースカンファレンスを実施し､入所者（母親及び子ども）の内観

や親子関係の把握に努めている。必要に応じて､関係機関への援助要請も積極的に行っている。 
・ マニュアル等の見直し､自立支援計画の見直しを行い､よりよい支援を目指して取り組み､関係

福祉事務所との連携と共通理解を深めて､利用者に沿った支援に努めている。 
・ 入所者の自立に当たっては､関係機関､病院へ同行して入所者の不安の解消に努めるとともに､

日常生活を支援して､自立して生活できる環境づくりに努めている。 
・ 退所後の支援として､相談や学童支援にも取り組んでいる。 
・ 新型コロナウィルス感染症対策として､３密を避ける､不要不急な外出の自粛等生活全般につい

て利用世帯に協力を要請するとともに､標準的予防措置を整えている。 
○母子・父子福祉センター関係 
・ 母子家庭等の生活上の諸問題に向けた各種相談や家事・育児サービスなどの日常生活支援を継

続的に実施し､市町村組織を活かした支援活動を展開している。 
・ 各種研修会や講習会等を実施し､母子家庭等の自立に向けた支援や母子会の活性化に努めると

ともに､人材育成やネットワークの構築を図り､各種支援制度の徹底に取り組んでいる。 
・ 自立促進講習会事業については､就労や収入安定に向けた技能や資格を習得するための講習会

を開催している。 
・ 母子家庭等の日常生活の安定をはかるため､茨城県から融資を受け貸付事業を行っている。 
・ 新型コロナウィルス感染拡大防止のため､参加者への注意喚起及び講習会終了後に職員による

徹底した消毒を行っている。 



６ 利用者満足度調査の結果及び対応状況 

○実施方法 
 ・年２回実施､入所世帯（母親）に配布「令和 4年 5 月､令和 4年 12 月に実施」 

  5 月対象：13 世帯､回収率 76.92%（10 世帯）12 月対象：12 世帯､回収率 91.67%（11 世帯） 

○調査結果（概要） 

    ◇施設での生活には満足しているか。 

 ５月 １２月 

居心地もよく満足している ２ ２ 

居心地はいいが､満足はしていない ２ １ 

居心地はよくないが､満足している １ ２ 

何とも言えない、その他 ５ ６ 

計 １０ １１ 

◇利用者が交替で行う当番や施設の行事が負担になっているか。 

 ５月 １２月 

多少の負担はやむを得ない １ ３ 

多少の負担に感じる ６ ７ 

何とも言えない ３ １ 

計 １０ １１ 

◇他の利用者との関係で困っていることはないか。   

 ５月 １２月 

ある ４ ２ 

特にない ６ ８ 

その他 ０ ０ 

無回答 ０ １ 

計 １０ １１ 

◇職員との関係は。 

  ５月 １２月 

相談､会話等をしている ６ ７ 

今後､相談､会話をしたい １ ０ 

相談､会話をすることがない １ １ 

相談､会話をすることがまだできない ０ １ 

相談､会話をしたくない ２ ２ 

その他 ０ ０ 

無回答 ０ ０ 

計 １０ １１ 

◇退所に向けた計画について､あなたの意思が尊重されたものになっているか。 

 ４月 １０月 

納得できる ６ ６ 

納得できない ０ ０ 

何とも言えない ３ ５ 

その他 １ ０ 

無回答 ０ ０ 

計 １０ １１ 

 
 

 
 
 



７ 管理運営状況の評価 
（母子生活支援施設分） 

評価項目 
事業計画 

（管理指標） 

実績 

（管理指標に対するコメント） 

自己 

評価 

所管課 

評価 

維持管理 

設備保守点検は､事業計画等に照ら

し適切か。 

消防設備､自家電気保安管理など

について､点検業者に業務委託し､

適切に管理している。 

A A 

整理整頓・清掃が行き届いている

か。（建物・植栽等） 

建物は老朽化しているが施設内清

掃については入所者の協力を得な

がら適切に行っている。また､植栽

剪定については､定期的に園芸業

者により管理している。 

  B   B 

破損箇所の修繕は適切か。 

 

破損の都度､適宜修繕している。 

また､自然災害による破損個所の

修繕も迅速に対応しているが､予

算を大幅に超えている傾向にあ

る。 

B B 

施設運営 

使用日数､使用時間等は守られてい

るか。 

入所者については､「入寮のきま

り」にて入所直前に説明するとと

もに日頃から適正使用の励行に努

めている。 

A A 

予約・利用許可等､利用者への対応

は平等・公正に行われているか。 

福祉事務所の措置に基づき利用者

の公正かつ平等に努めている。 
A A 

創意工夫により､魅力ある自主事業

の実施等､施設の利用拡大やサービ

スの向上が図られているか､ 

それぞれのケースに応じて､自立

に向けた支援を実施している。自

立後もアフターケアとして関わり

を継続している。 

A A 

利用者の要望を把握し､運営に反映

させ､満足度を高めているか。 

利用者のニーズに応じて法律的な

情報や仕事の情報を提供するとと

もに関係機関へ同行するなど入所

者の自立促進に配慮している。 

A A 

運営体制 

職員は適切に配置されているか。 配置基準に基づき､有資格者の人

員配置を実施している。 
A A 

要望､苦情等への対応は迅速かつ適

切か。県へ報告しているか。 

要望・苦情は､随時受付､毎月の母

親集会において対応を報告。アン

ケート結果については､県に報告

している。 

A A 

事故・災害等､緊急時に備えた体制

は確保されているか。 

警備員を含めた緊急連絡網体制

等､災害等対応マニュアルを整備

した。毎月､入所者､職員で避難訓

練を実施している。 

A A 

県､その他関係機関との連携は取れ

ているか。 

県主管課､中央児相､女性相談ｾﾝﾀ

ｰ､市町村､医療機関､学校､警察な

どとの連携に努めている。特に小

学校との連携を維持するため､情

報交換会を数か月ごとに実施。今

年度は､隔月で実施した。 

A A 



利用状況 

利用者数の状況は､計画を達成でき

ているか。 

令和 4 年度の利用世帯数は 148 世

帯（延べ世帯数）で､年間平均世帯

数は 12 世帯である。 

利用促進のため、市福祉事務所へ

の説明を行う。 

B B 

施設の稼働率は､事業計画に照らし

て適当な水準にあるか。 

定員世帯数 20 世帯に対し､稼働率

は約 60％。令和 4 年度は入所世帯

3 世帯、退所世帯 5世帯と退所世帯

の比率が大きい。また、コロナ禍

の影響、利用者意思の尊重が大き

く関わっていると思われる。 

B B 

収支状況 

収支計画が適正に執行されている

か。 

年間総予算の範囲内での執行が適

切に行われている。 
A A 

経費削減に向けた取組みがされて

いるか。 

電気設備（照明器具）をＬＥＤ照

明にしたり、節電に取り組んでい

るが、電気料金高騰の影響がある。 

B B 

【総合評価】・・・各評価項目及び施設の性格・特殊性を考慮した総合的な評価 

当施設は、福祉事務所を通じて母子を保護し、母子の自立の促進のためにその生活を支援し、あ

わせて退所した者について相談その他の援助を行う施設である。 

そのため、運営においては、経済性や効率性の発揮と併せて、良質な福祉サービスを提供できる

施設である必要があるが、こうした点で同施設は、入所者が平穏に生活し、円滑に自立した生活へ

復帰できるよう、生活改善・心理的ケア・相談・就労支援・子どもへの支援・安全管理等の体制が

概ね整っており、総合的に見て、良好であると評価できる。 

また、職員についても、入所世帯が抱える課題が複雑多様化する中で、それぞれの課題に応じた

適切な支援ができるよう、職員一人ひとりの資質の向上に努めている。 

ただし、近年においては入所者が減少し、稼働率が下がっているのが課題である。 

 

 (母子・父子福祉センター) 

評価項目 
事業計画 

（管理指標） 

実績 

（管理指標に対するコメント） 

自己 

評価 

所管

課 

評価 

維持管理 

設備保守点検は､事業計画等に照

らし適切か。 

点検業者に業務を委託し､維持管理し

ている。 
A A 

整理整頓・清掃が行き届いている

か。（建物・植栽等） 

建物内外の掃除を徹底し環境美化を

行っている。また定期的に床のワック

ス清掃、植栽剪定を業者委託により実

施している。 

A A 

破損箇所の修繕は適切か。 

 

その都度破損箇所を修繕している。 
B B 

施設運営 

使用日数､使用時間等は守られて

いるか。 

使用申請書に基づき実施している。 

来訪者記録簿を設置している。 
A A 

予約・利用許可等､利用者への対

応は平等・公正に行われている

か。 

事前予約に基づき利用許可し公正を

確保している。さらに自立を促進する

ため生活相談や子育て支援のサポー

トに取組んでいる。 

A A 

創意工夫により､魅力ある自主事

業の実施等､施設の利用拡大やサ

ービスの向上が図られているか､ 

託児付講習会事業､無料法律相談事業

の実施､会議室､宿泊の使用料の低価

格を勧め利用拡大を図っている。 

A A 



利用者の要望を把握し､運営に反

映させ､満足度を高めているか。 

講習会時に託児所を設け運営､講習会

がない日でも会議室を開放し利便性

を図っている。 

B B 

運営体制 

職員は適切に配置されているか。 事務分担表に基づき常時 2 名の職員

が配置されている。 
A A 

要望､苦情等への対応は迅速かつ

適切か。県へ報告しているか。 

ご意見箱を設置し、苦情申出があれば

迅速に対応している。講習会時におけ

る要望等､アンケート調査結果をまと

め県へ報告している。 

A A 

事故・災害等､緊急時に備えた体

制は確保されているか。 

定期的に防災訓練を実施している。緊

急時に備え管内放送でアナウンスし､

避難等を迅速にできる体制でいる。緊

急連絡網を整えている。 

A A 

県､その他関係機関との連携は取

れているか。 

県､各県民ｾﾝﾀｰ､その他各市町村関係

機関､各市町村母子寡婦福祉会長との

連携を図り事業を実施している。 

A A 

利用状況 

利用者数の状況は､計画を達成で

きているか。 

母子家庭等自立促進対策事業､日常生

活支援事業､若年母子家庭セミナー事

業等計画予定人員を確保できるよう

努めている。 

B B 

施設の稼働率は､事業計画に照ら

して適当な水準にあるか。 

年間の事業計画に基づいて利用して

いるが､調理室・宿泊の利用頻度が少

ない。 

 B  B 

収支状況 

収支計画が適正に執行されてい

るか。 

収支計画については､収支実施報告書

のとおり適正に執行している。 
A A 

経費削減に向けた取組みがされ

ているか。 

職員手当の見直し。職員の意識改革､

節電節水を心がけ､経費削減に取り組

んでいる。 

A A 

【総合評価】…各評価項目及び施設の性格・特殊性を考慮した総合的な評価 

 母子家庭等に対する生活上の諸問題の相談に対応し、専門家による法律相談や家庭生活支援員に

よる日常生活の支援のほか、母子家庭等就業・自立支援センターと連携して母子家庭等を支援する

ための就職に有利な講習会事業を実施しており、総合的に見て、概ね良好であると評価できる。 

 なお、ここ数年、新型コロナウィルス感染症に伴う外出自粛や施設設備の老朽化など不可避的な

要因に施設利用者数が減少傾向にあったが、Ｒ４においては回復傾向が見られた。引き続き、積極

的な広報周知や利用者のニーズに沿った事業計画の検討等を行っていく必要がある。 

 

※ ・実績（管理指標に対するコメント）欄については､指定管理者が記入する。 

  ・総合評価欄については､所管課が記入する。 

  ・自己評価､所管課評価欄について 

評価 評価基準 

Ａ 事業計画を上回る成果があったもの 

Ｂ 事業計画どおりの成果があったもの 

Ｃ 事業計画を下回っており､改善努力が必要なもの 

 


